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序 論
一 株主の誠実義務を論ずるにあた り,そ れが術語的論争に終始 しかつ無味
乾燥な概念の遊戯に陥ることのないように,最 初につぎのことを確認 してお く
必要がある。
株主の誠実義務 とは,権 利に対応す る通常の意義の法的義務ではな く,ま た
親権のごとく権利であると同時に義務であるとい う性質のものでもな く,株 主
の権利の本質にもとつ く(権 利に内在す る)制 約にほかならないとい うことで
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あ る1)。 したが って,そ れは,株 主 に一定 の行為 をな さしめ うる とい う積極 的
意昧での義務ではな く,株 主が社員として行為 しうべき限界を画するとい う消
極的意味での義務である2)σ
このことか ら株主の誠実義務の論点が明らかとなる。すなわち,そ れは,第
一に株主の権利の本質は何か,第 二に株主が社員として行為 しうべき限界は ど
のように画定されるべきか,そ して第三に株主がその限界を侵したときに どの
ような法的効果が生ずるか ということである。本稿の目的は,前 記各論点につ
いて新たな理論的視点を提示す ることにある。
二 本稿の考察順序はつぎのと.おりである。まず第一章で日本法の現状を概
観す るとともにその問題点を指摘する。前述 した株主の誠実義務の各論点は,
日本では,い わゆる伝統的在団理論ともいうべき共益権の本質論および権利濫
1)大 塚市助 「株主の出資義務」『株式会社法講座』第二巻452頁(1956),西 原寛一 「株
主権の濫用とその対策」『商事法研究』第二巻101頁(1953)。 この点は ドイツ法でも
争いのないところである。
2)長 岡富三 「株主の誠実義務一 主として濁逸の株式会社法変革の基本観念としての考
察」『法と経済』第14巻4号31頁(194Q),大 隅健一郎 「いわゆる株主の共益権につ
いて」『会社法の諸問題 〔増補版〕』116頁 注(9)(1950),高 田源清 「株主の誠実義務」
『商法の諸問題』(竹 田先生古稀記念)131頁(1952),龍 田節 「資本多数決の濫用 とド
イツ法(三 ・完)」『法学論叢』第69『巻1号31頁(1960),松 田二郎 『株式会社法の
理論』112頁(1962)。
以上のうちでも,高 甲教授の所説は特異である。教授は,「 権利濫用即ち 良俗違反
は,消 極的制限であるに止まるに対して,こ こに主張する誠実義務は積極的な意義を
持つものである」,す なわち 「株主の権利は,… 一・企業全体,叉 はその公共性に 協力
すべぐ与えられているもρであると見るものであり,そ の裏づけとしての義務であ り,
積極的貢献の義務」であり,「それは忠実義務ともいいたいが,執 行機関制を持 たぬ
株主に,そ れまでの積極的な義務を要求す ることは不当と考えるから,や は り誠実義
務というわけである」と述べられている(前 掲131頁)。 一見すると,教 授は,誠 実義
務を株主に一定の行為をなさしめうるとい う積極的意味での義務 と解されるかのごと
くであるが,必 ずしもそ うでほないようである。 というのは,教 授は,前 述のような
自己の立場が 「田中耕太郎博士のように,株 主権限説に近い」ものであることおよび
それが積極的義務であるといっても,「積極的に各種の権利を行使する義務を強 制す
るとい う内容までも要求できない」ことを自認されているからである(前 掲135頁 注
(16)(17)参 照)。 結局,そ の形式的な表現上の間題は別として,実 質的内容 におい
ては高田教授もまた,株 主の誠実義務を株主が社員どして行為しうべき限界を画する
という消極的意味での義務と理解されているものと思われる。
わた くしの知るかぎり,日 本においてこれまで株主の誠実義務を株主に一定の行為
をなさしめうるとい う積極的意味での義務と理解する見解はみられなめ。この点は ド
イツ法でも全く同様である。
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用論として論ぜ られ発展せ しめ られてきた。 したがって,株 主の誠実i義務を論
ずることは,日 本法における位置づけとして,共 益権の本質論および権利濫用
論の再検討にほかな らない。 このいわゆる伝統的社団理論は,現 代会社法がそ
の解決を迫 られている諸問題に対 して必ず しも十分に有効かつ適切な理論的 ・
実際的指針を示 しうるものとはいえない。第一章は,そ れゆえ日本法における
伝統的社団理論の意義(成 果)と 限界(問 題点)を 明確に指摘することを 目的
とするものである。
なお,日 本においても近時,新 たな視点か ら伝統的社団理論を克服すべき理
論が提唱されているが,そ れ らについてもまた批判的に考察す る。
三 つぎに第二章では,ド イツ法における株主の誠実義務論の発展を歴史的
に概観する。若干敷衛すれば,ド イツ法にあっては,株 主の権利の本質,そ の行
使の限界づけおよびその違反の法的効果の問題は,1920年 代以降今 日に 至 る
まで一貫 して株主の誠実義務(Treupflicht)と い う視点か ら考究されかつ発展せ
しめられてきた。 日本法におけ る伝統的社団理論および近時の学説 も,多 かれ
少なかれ ドイツ法における株主の誠実義務の発展に影響されているものである
ことは明白である。 したがって,ド イツ法におけるその発展の概観は,日 本法の
発展およびその背景を正確に理解す るために不可欠であ りかつ有益でもある。
ところで,ド イツ法における発展の概観は容易ではない。株主の誠実義務の
問題は,団 体とその構成員および構成員相互の関係を法的にどのように理解す
べきか とい う問題 と深 くかかわ っている。 したが って,一 方で,他 の学問(た
とえば経済学,社 会学 または経営学)的 視点か らの考察も入 り込む余地が与え
られ る。たとえば,ネ ヅター,ド ルパーレソ,さ らにはフェヒナーの誠実義務
論などはその典型である。 しかも,「誠実」とい うきわめて価値概念的な言葉の
性質上,「 誠実義務」 の概念規定が全 く無内容 なイデオロギーとして使用 され
る危険がある。 とくにネッターおよび ドルパーレソのそれには,程 度の差 こそ
あれそれがみ られる。いずれにせよ,ドイツ法における株主の誠実義務論には,
それが主張された当時の社会的 ・経済的 ・政治的影響が多かれ少なかれ反映 し
ている。
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他方で,法 律学の視点か らみると,誠 実義務論は,「企業 自体」の理論,株 式
会社(社 団)お よび社員権の本質,あ るいは 「企業」の本質の問題 と深 くかか
わ っている。すなわち,そ れぞれの独 自の基礎理論に もとついて誠実義務論が
展蘭されている。 したがって,そ の発展を正確に眺望す るためには,そ れ らの
基礎理論についての縦横無尽の理解能力なくしては容易でない。そればか りか,
株主の誠実義務論は,1920年 代突如 として現われた ものではなく,そ の発生史
ともい うべきものがある。 とりわけ,1884年 株式法以降第一次世界大戦を契機
として,株 主の権利の形式的制限か ら実質的制限への転向状況を概観すること
が,そ の発生史の理解の上で重要である。とくに,そ こでは,1884年 株式法の
理念 と実際の乗離およびその深化 ・拡大の状況,ま たそれまでの個人主義的 ・
自由主義的法思想の退潮,そ れ と同時に ローマ法的社団理論に対す る ドイツ法
的社団理論 の再興 とい うような状況 も,そ の背景 として軽視することのできな
いものである。
このようにみてくると,ド イツ法の概観は,い わば ドイツ株式法の基礎理論
を歴史的に眺めることになるといっても過言ではない。それは,本 来 ドイツ法
に習熟 した大家にのみふさわ しいテーマであるといえる。 したがって,そ の点
での非力は十分自覚 しつつも,第 二章ではできるかぎ り基本的文献を忠実に紹
介す ると同時に,そ れ らの意義および相互の連関を明 らかにすることによって
その発展を詳細に跡づけることにする。
ドイツ法における誠実義務論は,そ の立論の基点およびその時代の背景は前
述のようにそれぞれ異なるが,し かしそのことによって具体的に解決せんとし
た問題は共通 している。すなわち,そ れは,株 主の権利の本質,株 主が社員 と
して行為 しうべ き限界およびそれに違反 した場合の法的効果を理論的に解明す
ることであづた。その成果は,解 釈および立法の上で重要な役割を 果 して き
た。とりわけ,今 日の ドイツ法における株主の誠実義務論をみ るとき,そ ζで
は共通の理解が形成 されつつあるといえる。 しか も,そ れぼか りでな く,誠 実
義務と,そ の他の法原則(と くに誠実および信義の原則,株 主平等の原則)と
の機能領域の差異 もまた明確化されつつある。 したがって,ド イツ法における
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株主の誠実義務論の発展を歴史的に概観す ることは,日 本法におけるいわゆる
伝統的社団理論を理解するためにも,ま た現代会社法の課題(と くに本稿 と関
連づければ～それは 「株主有限責任の原則」の再検討といえる)と い う視点か
ら伝統的社 団理論の限界を明らかにすることによってその発展に寄与するため
に も,さ らにはそれを もって法の解釈およびその不備を補いかつ将来の立法に
寄与するためにも,意 義あるものと考える。
最後に,第 三章では,第 一章 ・第二章を総括し,そ こで得 られた新たな視点
か ら,若 干の問題について具体的に試論をしてみたい。
第一章 日本法の現状と問題点
第一節 社 員権論争の発展
第一款 総 説
一 日本では,株 主の権利の本質,株 主が社員 として行為 しうべき限界およ
びそれに違反 した場合の法的効果についての問題を,株 主の誠実義務 とい う視
点か ら考察 した文献は少ない1)。この問題は,周 知のように,田 中(耕)・ 松田
両博士によるいわゆる社員権否認論2)の 中では じめて論じられた。そ してその
後は,社 員権説を擁護する立場か ら社員権否認論に反駁された鈴木 ・大隅両博
士によるいわゆる共益権の本質論3)の中で発展せ しめ られ今 日に至っている4)。
二 社員権否認論の先駆者たる田中(耕)博 士は,共 益権 と自益権 とを含む
　
統一的な社員権なる概念を否認 し,株 主権を後者のみにかぎり,前 者は株主が
1)知 りうるかぎ りつぎの文献があるにすぎない。長岡富三 「株主の誠実義務一 主 とし
て逸濁の株式会社法変革の基本観念 としての考察」 『法と経済』第14巻4号31頁 以
下,第14巻5号86頁 以下(1940),高 田源清「株主の誠実義務」『商法の諸問題』(竹
田先生古稀記念)121頁 以下(1952)。 なお,大 隅健一郎 ・八木弘 ・大森忠夫 『濁逸商
法III,株 式法』(外 国法典叢書第七巻)27頁 以下(1937)。
最近では,別 府助教授によって大株主なしい支配株主の行動の抑制法理 として誠実
義務が意欲的に展開されていることが注目される。 しかし,最 近の動向(第三節参照)
を別とすれば,日 本では,株 主の誠実義務については,社 員権否認論,共 益権の本質
論あるいは多数決濫用論(第 二節参照)の 中で副次的に言及されていたにすぎない。
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なお,ド イツにおける誠実i義務理論の発展を簡潔に紹介されている最近の文献として
は,神 田秀樹「資本多数決と株主間の利害調整(三)」『法学協会雑誌』第98巻10号73
頁以下参照(1981)。
2)社 員権否認論は,一 般には,そ れまで私権の一種として社員権なる権利を認めていた
通説に対して,そ のような権利概念は否認されるべきである旨を主張した も ので あ
る。以下,若 干敷衛して述べる。
当時の通説によれば,社 員権とは社員が社員の資格において法人に対 して有す る一
切の権利を包含するものであり,社 員権の内容には二種類あり,一 つは法人自身の目
的を達成す るために社員に与えられた権利(共 益権),た とえば総会に出席して議決を
なす権利,会 社の業務執行お よび代表をなす権利等であ り,他 の一つは社員自身の目
的を達成するために社員に与えられた権利(自 益権),た とえば民法上の営利法人お
よび会社における利益配当請求権等であり,そ れゆえに社員権は物権でも債権でもな
い一種の特別な権利であると解されていた。 松本黙治 『会社法講義』57頁 以下 参照
(1926)。
これに対し,田 中博士は,共 益権は社員が社員たる資格において法人に対して有す
る権利ではなく,社 員が機関の資格において有する権限である旨を主張された。すな
わち,社 員たる資格において有する共益権なるものが存在するとするならば,そ れは
社員が議決もしくは業務執行または代表をなしうる地位,す なわち機関たる地位に就
く権利と呼ぶべきものである。しかし,法 人の機関たる地位に就 く権利は必ずしも社
員がその資格において必然的に有するものでなく社団法人の種類に従って,あ るいは
機関たる資格に附随せ しめあるいは社員たる資格を伴う場合においても,そ れは法律
により社員をもって機関を構成せしめているにす ぎない。社員が機関たるは法律上当
然生ずるのであ り,決 して社員権の一つの権能を行使することの結果ではない。この
ことから田中博士は,共 益権を社員権の内容と認めることの誤 りであるこ とを指 摘
し,通 説の社員権概念を否認されたのである。 田中耕太郎 「機関ノ観念」『商法学特
殊問題上』225頁 以下,と くに248頁 以下参照(1918)。 また松田博士も,共 益権と自
益権を国家における公権 と私権に類比させ,共 益権の権利性は認めながらもその倫理
的性質,人 格権的性質および可侵性,さ らには株式の債権性を強調することによって,
それらを総合した一個の社員権なる概念を認めることの不当性を説かれた。松田二郎
『株式会社の基礎理論』39頁 ～60頁,178頁 参照(1942)。
このように,田 中 ・松田両博士は,そ の立論の出発点およびその詳細においては見
解が異なるが,そ れまでの共益権と自益権を包含した統一的な一種の社員権なる概念
を否認されている点では一致している。本稿ではこの点を確認すれぽ足る。なお社員
権否認論については,田 中耕太郎 「我が国に於ける社員権理論」『商法学特殊問題上』
81頁 以下(1927),同 「欄逸に於ける社員権理論」『商法学特 殊 問 題 上』145頁 以下
(1927),同 「固有権理論に就て」『商法学特殊問題上』185頁 以下(1928),松 田二郎
「社員権否認論に反対する新説に就て」『株式会社法研究』151頁 以下(!944),同 「株主
の共益権と自益権」『株式会社法研究』3頁 以下(1954),さ らに松田二郎 『株式会社
法の理論』(1962)参 照。
3)こ こでは,と くに鈴木竹雄 「共益権の本質」 『商法研究III』1頁 以下(1971),同 「改
正法における株主の共益権」『商法研究III』37頁 以下(1971),大 隅健一郎 「いわゆ
る株主の共益権について」『会社法の諸問題 〔増補版〕』103頁 以下(1962)を 挙げる
ことができる。
4)社 員権論争の発展については,服 部栄三 「株式の本質」『株式会社法講座』第二巻369
頁以下参照(1956)。 服部教授は,そ こにおいては 田中 ・松田両博士の社員権否認論
に批判的であ り,社 員権説を擁護するものと解される。今日,日 本では社員権なる概
念を認めるのが多くの学説といえる。
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　 　 　 の 　 　 の 　
株主総会の構成者として有する権限であ為と解 され,そ れゆえに共益権は自己
　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ ロ 　 　 ロ の 　 　 　 　 ロ 　 ロ 　 　 　 　
一個 の利益のために行使されるべきものではな く,会 社全体の利益のためにの
　 　 　 ロ 　 　 ロ の 　 ロ
み行使されるべきものと解 された5)。松田博士もまた,共 益権の権利性は認め
なが らも,そ れを国家における公権に類比 させ とくにその倫理的性質を強調す
　 　 ロ 　 　 　 　 コ 　 ロ 　 　 の ロ 　 　 　 　 　 　
ることに よって自益権 と区別 し,共 益権を行使するにあたっては株主の利益を
り 　 　 コ 　 　 　 　 の ド 　 　 　
会社 の利益に従属させ るべき旨を力説された6)。
三 前記の社員権否認論に対して,鈴 木博士はつぎのように反駁された。博
士はまず社団と組合 との関係について規定され る。すなわち,「団体が組 合 か
ら社団に規模を拡大するにつれ,共 同企業者 といっても,そ の相互間の関係は
法律上認められず,単 に団体 と社員との間の法律関係が存在す るにす ぎぬには
違いないが,し か もそれは組合における組合員間の関係が,社 団においては,
　 　 ら ロ 　 の ロ 　 ら 　
団体の存在が前面に進出せ る結果,そ の実質を保持 しつつ,社 団と団体との関
係に形式的変貌を行ったにす ぎぬ」(傍 点筆者)と 解 される。 この社団と組合
の関係の一般理論にもとついて,博 士はさらに社団構成員の法的地位を規定さ
ロ 　 　 の ロ 　 　 の ロ ロ コ ロ 　 　 ロ 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 　 　
れ る。す なわち,株 主の法的地位もまた本質的には組合における組合員の地位
ロ 　 の 　 　 　 　 ロ コ 　 ロ ロ 　 　 む 　 　 コ の の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 コ
と同じであり,そ れゆえ株主の共益権 もその根本においては株主 自身の利益の
　 コ ロ 　 　 　 　 　 コ ロ 　 ゆ 　 コ 　 　 　 ロ ロ 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 り 　
ための権利であ り株主の利益のために行使できるが,た だその効果が団体全体
　 　 　 　 　 コ 　 コ コ 　 　 　 　 ロ ロ 　 　 の 　 　 　 ロロ 　 　 コ 　 　 ロ 　 　 　 　 　
に及び,他 の株主の利益をも処分す ることにな るため,お のずか ら制限される
　 ロ 　 コ ロ
ことになると解された。そ して,以 上のことか ら株主の共益権を株主個人を離
れた団体 の利益のため団体により付与された権限とみるべきでないと主張され
たのである7)o
大隅博士 もまた,社 団と組合の関係および社団構成員の法的地位の理解につ
いては基本的に鈴木博士と同様と解され るが,さ らに鈴木理論を法理論的に純
化 させる形で 社員権否認論に反駁 された。 要約的 に述べれぽつ ぎのようであ
ロ 　 コ 　 の コ 　 　 　 　 　 　
る。すなわち,株 式会社における社員関係は所有権の変形物であり,そ れは一
5)田 申耕太郎 『改訂会社法概論上』73頁(1945),同 「株式会社法序説」『株式会社法講
座』第一巻14頁(1955)。
6)松 田 ・注2)『 基礎理論』47頁 。
7)鈴 木 ・注3)『 研究III』17頁,同 『新版会社法〈全訂第二版〉』79頁 注(1)(1982)。
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方企業か ら生ずる利益を本来の所有者たる株主にみちび くと同時に,他 方所有
権に もとつ く支配を企業にみちび くことを内容 としている。その利益の帰属関
係においてみとめ られる権利が自益権であり,企 業の支配関係においてみ とめ
られ る権利が共益権である。前者はいわぽ所有権の収益権能の変形物であ り,
後老は所有権の支配権能の変形物にほかならない。個人企業および組合企業で
企業所有者たる個人 または組合員がその権利を自己のために行使で き る と同
様に,株 式会社にあって も株主は,実 質的に企業所有権に属する権能にほかな
らない株主の権利を原則として自己の利益のために行使できるのが 当 然 で あ
　 リ コ コ 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 コ 　 り 　 　 　 コ の 　 ロ 　 コ
る。株式会社が社 団であ り,また法技術的に法人であ ることを考慮に入れて も,
ロ サ コ 　 け 　 ら し り 　 　 ロ 　 　 　 　 ロ 　 　 　 　 ら 　 リ コ 　 の 　 の ロ 　 　 む 　 サ
株主の権利が組合企業における組合員の権利と本質的に異なる行使原理に服す
　 の 　 　 　 の コ 　 ほ 　 コ 　 　 　 　 　
べきものとなす理由は理解で きない。株主の共益権はその所有権の支配権能の
変形物 として,自 益権の価値の実現を保障するために株主に与えられた もので
の 　
ある。それゆえ,そ れ 自体株主 自身の利益のために行使 しうべき権利 と解す る
のが営利法人たる株式会社の基本構造か らみて当然である。ただ し,共 益権 も
株主の利益のために行使できるが,株 主の権利は株主たる資格において与え ら
　 の 　 　
れているためそこに団体的制約カミ認め られることになる。すなわち,株 主の権
　 の 　 　 　 　 　 ロ 　 　 　 ロ コ し コ 　 　 　 コ 　 コ コ 　 ロ 　 　 　 ら 　 の コ 　
利は,「 株主の株主 としての利益」(社 員的利益)の ために行使 されるべきであ
　 の 　 ロ 　 　 コ 　 　 　 ト 　 の の 　 　 ゆ 　 　 　 の コ 　 リ コ ロ 　 　 コ の 　 　 ロ 　 ロ
り,株 主たることと関係のない純個人的利益を追求することにより会社利益を
　 コ の 　 ロ コ 　 　 　 ロ 　 　
侵害す ることは許 されない8)。
第二款 社員権 論争の意 義 と限界
一 社 員権 論争 は,形 式上 は,共 益権 と自益権 とを総合 した一個 の社員権 な
る概 念を認め うるか否か の争 い といえ る。 しか し,実 質的 には,そ れは,株 主
の共益権 が権限 であ る故にあ るいは権利 であ るがそ の倫理的 性質の故に会社 の
利益 のために行使 され るべ き ものであ ると解す べ きか,あ るいは権利で あるが
故 に当然 に株 主の利益 のために行使 で きるが,た だそ の行使 の効果 が会社 の利
8)大 隅 ・注3)『 諸問題』111頁 ～115頁 参照,同 「会社訴権とその濫用」『権利の 濫角
中』(未 川先生古稀記念)167頁 ・168頁(1962),同 「株主権の濫用」『神戸学院法学』
第7巻3・4合 併号5頁 以下参照(1977),大 隅健一郎 ・今井宏 『新版会社法論上巻』
288頁 以下参照(1980)。
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益 もしくは他の株主の利益にも及ぶためその方面か ら制約を受けるにす ぎない
と解すべきかの争いといえる。そ して,本 稿 の問題意識にひきつけて言えぽ,
第一に株主の権利,と りわけ共益権の本質の理解については見解が分かれ る。
しか し,第 二に株主が社員として行為 しうべ き限界についてはいずれの立場に
　 　 　 　 　 コ コ 　 　 　 の
おいても一致 している。すなわち,共 益権の行使は,「会社の利益を侵害 しては
　 　 の 　
な らない」 とい う点で限界づけられている。そしてまた第三にそれに違反 した
場合の法的効果をどのように解すべきか とい う点についても一致している。す
なわち,い ずれの立場にあっても,こ の点についての具体的かつ詳細な理由づ
けはみ られな く,た んに権利の濫用 として当該権利行使が否認 される(た とえ
ば,議 決権 の濫用に対する決議の取消 ・無効の効果が生ずる)旨 の言及にとど
ま ってい るにす ぎないD。
1)そ の理由としては,第 一に社員権論争が共益権の中でも株主の議決権の本質を中心に
展開されてきたために,そ の違反の法的効果(制 裁)も また総会決議の効力と結びつ
けられがちであったこと,ま た第二に社員権論争は本来的に違反の法的効果の問題を
射程に含めていなかったかまたはその必要がなかったことを挙げることができるであ
ろう。
しかし,そ の法的効果をたんに権利行使の否認という消極的効果にとどめることに
は何ら理論的根拠はなくまた実際にも妥当でないと思われる。理論的につ きつ めれ
ば,い わゆる共益権の濫用に対する法的効果として,株 主の会社および他の株主,さ
らには会社債権者に対する損害賠償責任という効果が生じうる。本稿の一つの考察方
向は,具 体的にはこの問題の論証に向って進められることになる。ここでは,こ れ以
上立ち入らない。
だた法的効果と関連して,鈴 木博士のつぎの指摘は注目しなければならない。すな
わち,鈴 木博士は,株 主の共益権の中でとくに監督 ・是正的権利の行使につきその濫
用があった場合には 株主はそれによって会社が受けた損害を賠償すべきものである
と主張されている。若干敷衛して述べると,法 はすでに若干の場合につきその旨の規
定をおいている(商109条2項.・247条2項 ・252条 ・253条2項 ・280条 ノ16・380
条3項 ・406条 ノ2第2項 ・428条3項 ・268条 ノ2第2項)。 この株主の会社に対する
損害賠償責任は,一 般に不法行為責任と考えられているが,実 質的には株主が共同企
業者たる他の株主の利益を不当に侵害してはならない義務が,株 式会社の社団化によ
って形式的には会社に対す る義務に変貌 したものに違反した責任と解すべきである。
しか りとすれば,他 の権利の行使についても何故に同様の規定をおかなかったのか理
解に苦しむ。以上,鈴 木竹雄 「改正法における株主の共益権」『商法研究III』60頁
～62頁 参照(1971)。
株主の会社に対する損害賠償責任についての鈴木博士の理由づけの当否は別として
も,博 士が,共 益権の濫用がたんに権利行使の否認にとどまらず,さ らに株主の会社
および他の株主に対する義務という視点から株主の損害賠償責任を生ぜしめうること
を理論づけようとされたこ.とは,本 稿の考察方向との関係で非常に示唆に富むもので
ある。
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二 社員権否認論は,そ れまでの社員権説が社員の権利を共益権と自益権 と
に区別す るに とどまっていたか ぎりでたんなる説明的意義しかなか ったのに対
して,'そ の区別に対 し一つの積極的意義を与えた という点で評価することがで
きる2)。すなわち,社 員権否認論は,本 稿の考察方向にひきつけて言えぽ,日 本
におけ る株主の権利行使の実質的制限への先駆的役割を果 したものとして位置
づけることができる。社員権否認論に対する鈴木 ・大隅両博士 の反駁 も,ま さ
しく株主の権利行使の実質的制限理論の深化 ・発展 として位置づけることがで
き る 。
このような社員権論争,換 言すれぽ実定法上株主に認められた種々の権利の
根底に横たわる共通の原理を探究 し,そ こか ら統一的な理論を組み立てる作業
は,た んに学問的要求に とどまらず,そ れが成文法の不備を補充する解釈指針
ともなるとい う意味では多大の意義がある3)。このことは,そ の成果が 実際に
も少なか らず影響を及ぼしていることをみれぽ明らかである4)。
三 今 日では,た しかに共益権 もまた株主の権利 として株主の利益のために
与え られた ものであ り,し たがって株主 自身の利益のために行使できると解す
2)大 隅健一郎 「いわゆる株主の共益権について」『会社法の諸問題 〔増補版〕』105頁 ・
106頁(1962),大 隅健一郎 ・今井宏 『新版会社法論上巻』290頁(1980)。
3)西 原寛一 「株主権の濫用とその対策」『商事法研究』第二巻96頁(!953)。
4)こ こでは,と くに最高裁昭和45年7月15日 大法廷判決(民 集24巻7号804頁)を
挙げることができる。本判決は,有 限会社に関するものであ り,ま た直接の争点は社
員総会決議取消の訴における原告たる株主の死亡による訴訟の承継の成否についてで
あるが,そ れを肯定する根拠として大法廷の多数意見は,有限会社の社員の持 分につ
いて,そ れは社員が社員たる資格において会社に対して有する法律上の地位(社 員権)
を意味しかかる地位に基づいて自益権と共益権を有するが,共 益権も自権益の価値の
実現を保障するため,本 来社員自身の利益のために与えられたものであると判示して
いる。この判決に対して,鴻 教授は,株 主総会決議取消の訴における原告たる株主の
死亡による訴訟の承継の成否について最高裁が肯定説の立場で結着を与えたという意
昧で重要であるばか りでなく、,会社法上の最重要なものに属する社員権論について最
高裁が大法廷判決を示したという点では画期的意味をもつきわめて注目すべき判決で
あると評されている。そして,鴻 教授もまた基本的には判旨と同一の見解をとるもの
であると述べられている。鴻常夫 「持分の相続と訴訟の承継」 『会社判例百選(第 三
版)』173頁 参照(1979)。 なお,社 員権論争に影響されている上級審判決として最判昭
和45年4月2日 民集24巻4号223頁 を挙げることができる。この判決については,
とくに田中昭 「役員選任決議取消の訴一 役員が退任した場合 と訴の利益」『会社判
例百選(第 三版)』66頁 以下参照(1979)。
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る立場が通説的といえる5)。共益権を静的かつ主観的にとらえるか ぎ りでは 通
説的理解が妥当であると解する。 しか し,共 益権をその行使の客体およびその
効果を含めて動的かつ客観的にとらえる場合には,共 益権が株主の利益のため
に与え られているものであ り,自 己の利益のために行使できるとい うように一
律に解す ることはできない。そのかぎりでは,社 員権否認論の説 くところが妥
当す る場合 もあ りうるのである。すなわち,株 主は,そ の共益権の行使にあた
り,そ の客体の利益の法的構造によっては,会 社の利益のためだけに行使 しな
けれぽならない場合があるのである。この問題については本稿の全体を通 じて
明らかにするが,こ こではこれ以上立ち入 らないことにする。たんに,問 題提
起に とどめておく。いずれにせ よ,共 益権をその行使の客体およびその効果を
含めて動的かつ客観的に考察す るかぎりでは,共 益権の本質論争は決着をつけ
ることが困難であると考える6)。しか し,い ずれの立場 も一定の限界に 突きあ
たっているものといわざるをえない。
すでに述べたように,い ずれの立場 も,究 極的には,株 主の権利は 「会社の
利益を侵害してはならない」 とい う点で限界づけ られ ること,そ してその違反
の法的効果 として当該権利行使が否認 されることになるとい うことでは一致 し
ている。本稿にひきつけていえぽ,ま さにこの点が問題 とされなけれぽならな
い。なぜならぽ,い ずれの立場にあっても,ど のような場合に会社の利益の侵
害があったといえるのか7),す なわち 「会社の利益」とは何か,そ して 「会社の
利益」の侵害に対 し権利行使の否認 とい う消極的効果を結びつけることには理
論的必然性があるのか,た んに法政策的なものにす ぎないのか,む しろその場
5)鴻 ・注4)『 会社判例百選』173頁 参照。
6)社 員権論争の背景には,株 式会社の本質観および学問的方法論の差異というべきもの
が厳として存在するように思われる。前者についていえぽ,株 式会社を団体本位に理
解すべきかあるいは個人本位に理解すべきか,換 言すれぽ形式的にも実質的にも社団
として考察すべきか,あ るいは形式的には社団であるが実質的には依然として組合的
色彩を帯有するものとして考察すべきかの相違といえる。後者についてえいば,前 者
とも密接に関係するのであるが,法 律学の中に社会学的 ・経済学的考察の成果を反映
せしめることによって理論構成するか,あ るいはできるかぎり法律学的考察を貫くこ
とによつて理論構成す るかの相違といえる。基本的にいずれの立場に立つ か に よ っ
て,株 主の法的地位あるいは権利の本質のとらえ方が異なって くる。したがって,社
員権論争は,本 来的に決着をつけえない問題といえるであろう。
ノ
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合には理論的には株主の会社お よび他の株主,さ らには会社債権者に対す る損
害賠償責任という積極的効果が生ず るのではないのか,ま た実際に もその方が
妥当ではないのか,と い う問題については不明確だからである。それゆえに,
いおば 「権限説」にしても 「権利説」にしても,実 践的解釈論,す なわち法の
不備を補充する解釈指針とい う場面でもまた法改正への具体的な示唆 とい う点
でも,何 ら客観的 ・具体的な指針を示 しえず,主 観主義的 ・感情法学的な域に
とどまってお り,自 説の正当性を決定的に説得 しえないこととなっている。
た とえば,田 中(耕)博 士に よれば,会 社 の利益とは,「各株主の 利益の観
念的な最大公約数」であると解 されてお り8),松 田博士は,「会社 とい う『社会』
における公共の福祉」であると解され9),し か もそれは憲法の基本的人権に関
す る規定がそ うであ ると同様に,判 例によって具体化されるべきものであると
主張されているlo)。大隅博士もまた,自 説でいわれ る株主としての利益,純 個
人的利益 または会社 の利益 とは何か とい う点についてばとくに明 らかにされて
いないD昌したがって,結 局,会 社 の利益の侵害があったかどうかは,株 主の具
体的な権利行使と関連づけて個別に判断されているのが実情である11)。このこ
とは,と りわけ商法第239条5項(昭 和56年 改正商法で削除されている)の
7)龍 田教授もまた,多 数決濫用問題と関連して,ど のような場合に 「会社利益」が侵害
された といえるかが最も困難で重要な問題であると述べられる。龍田節 「資本多数決
の濫用と ドイ、ツ法」『法学論叢』第68巻1号90頁 ・91頁参照(1960)。 教授はさらに
別な論稿で,「つきつめて考えれば,『会社の利益』ということは,少 なくとも多数決
濫用に関するかぎり問題にしなくてもよいと思う」 と述べられている。龍田節 「株主
総会における議決権ないし多数決の濫用」『権利の濫用中』(未川先生古稀記念)145頁
注(6)(1962)。 しかし,後 者の見解には賛成できない。多数決濫用に関しても「会社
の利益」は問題となりうる。この点については,,第二節および詳細については,第 三
章参照。
8)田 中耕太郎 「株式会社法序説」『株式会社法講座』第一巻14頁(1955),同 旨,小 栗栖
国道 「会社の利益の保護」『法学論叢』第20巻6号1123頁(1930)。
9)松 田二郎 「株主の共益権と自益権」『株式会社法研究』70頁 ・71頁(1954),同 『株
式会社法の理論』31頁(ユ962)。
10)松 田 ・注9)『 研究』71頁 注(一),同 ・注9)『 理論』32頁 注(2)。
11)と くに,大 隅健一郎 ・今井宏 ・注2)『 会社法論』290頁 注(2)参 照。そこでは,い
わゆる会社利益の侵害というのは,直 接会社に財産的損害を与える行為のみならず,
会社を困惑に陥れて業務の正常な運営を妨げるような行為をも包含すると解されてい
る。同旨,鈴 木 ・注1)『 研究』60頁 ・61頁参照。 これも,き わめて漠然として お
り,結 局そのような行為かどうかは決疑論的に決っせざるをえないであろう。
株 主 の 誠 実 義 務(一) 57
特別利害関係人の解釈論において如実に示されている12)。
四 結局,ど のような場合に会社 の利益の侵害があったといえるのか,と く
にそこでいわれる 「会社の利益」とは何か,そ してその違反の法的効果につい
てはどのように解す るのが理論的に も実際的にも妥当か,こ れ らの点を解明し
ないかぎ り,社員権論争の成果は,そ のかぎりで一歩 も発展 しないことになる。
この意味で,社 員権論争は一定の限界に突きあたっているものと考えるのであ
るQ
第二節 多数決濫用理論の発展
第一款 総 説
一 他方で社員権あるいは共益権 とい うような一般的 ・包括的な観点か らで
はな く,む しろ共益権の中でも株主の議決権を具体的素材 として(も っとも社
員権論争の中心も実質的には議決権であったが),株 主総会における多数決の濫
用をテーマに,比 較法を豊富に駆使 して多数派株主の権限の限界づけが試み ら
　 　 ロ 　 コ 　
れてきたD。 そこで もやは り,多 数決濫用のメルグマールとして会社の利益の
侵害がその成果 とし七一般に承認されている。たとえぽ,豊 崎博士は,多 数決
濫用 の中心は客観的要件であ り,そ れは 「会社に関係のない個人的の利益,或
は会社内の反射利益の追求によって,共 同利益即ち会社利益又は株主の反射利
益の最小限を侵害することである」 と解 され2),そ してまた龍 田教授 も,一 般
的 ・抽象的にはこれ以上の定義は困難であると述べ られている3)び
二 このようないわぽ多数決の濫用 とい う理論構成に よって,株 主の議決権
12)小 栗栖 ・注8)『 論叢』1146頁 参照,と くに1149頁 参照。田中耕太郎 「合併決議に於け
る当事会社議決権の排除」『商法学特殊問題上』257頁 以下,と くに264頁 参照(1940),
大隅 ・注2)『 諸問題』118頁 以下参照。詳細については,拙 稿 「株主の議決権制限
の法理」『上智法学論集』第19巻1号75頁 以下参照(1975)。 なお,最 近の文献とし
ては,神 田秀樹 「資本多数決と株主間の利害調整(一)」 『法学協会雑誌』 第98巻6
号1頁 以下,と くに14頁 以下参照(1981)。
1)株 主総会における多数決濫用に関する文献の詳細については,神 田秀樹 「資本多数決
と株主間の利害調整(一)」 『法学協会雑誌』第98巻6号38頁 注(1)・(2)・(3)参 照
(1981)。
2)豊 崎光衛「株式会社に於ける多数決の濫用」『法学協会雑誌』第58巻6号853頁(1940)。
3)龍 田節 「資本多数決の濫用とドイツ法」『法学論叢』第68巻1号90頁 以下(1960)。
58 商 学 討 究 第33巻 第1号
の行使の限界づけを画す る試みも,結 局は 「会社の利益」 とは何か,そ れが侵
害される場合 とはどのような場合か,そ してその法的効果はどのように解 され
るべきかの問題の前に,依 然 として足踏み状態であるといえる。たしかに豊崎
博士 もまた,会 社 の利益 とは 「全株主の会社的利益即ち会社の確保 された存続
と均等な発展,お よび株式会社の規定と一致 しうるものとして株主に期待 しう
べき,営 利を 目的とする利益」であると主張されている4)。しか し,こ の 概念
規定 も,ど のような場合に会社の利益の侵害があった といえるのかを判断す る
基準 としては漠然 としす ぎるものである。それゆえに,龍 田教授は,多 数決濫
用に関す るかぎ り会社 の利益なるものの概念規定を断念 した上で,別 な観点か
の 　 　 の の コ の 　 　 　 　 の 　 の ほ の 　 　 　 コ の 　 の の ロ の ロ の
ら,す なわち多数決濫用の理論的根拠を権利濫用論に求め,そ れは社会通念上
　 の の じ 　 の 　 の 　 の の 　 　 　 コ の の 　 　 　 サ の の コ 　 の 　 の コ コ 　 　 　 　
許容される限度を超えて他人の利益を害す ることは,た とえ権利行使の形にお
の 　 の の の り の の 　 の コ の の の 　 ロ の り の ロ の の コ む 　 　 　 　
いても許さない とす るものであり,源 は正i義・衡平の理念にあると主張される
に至った5)。 教授の見解をさらに敷衛すれぽつ ぎのようである。すなわち,株
式会社は所有と契約の両モメソトの結合か ら成るものであ る。持分にもとつ く
支配権(議 決権)の 行使は,他 人の持分とは無関係に作用 しえないため,社 会
通念上許容され る限度を超えて他人の持分を害 してはならない とい う制約が常
につきまとうことにな り,そ の限度いかんは契約的モメン トにより決 まる。つ
まり,平 均株主が入社に際 して期待 した対価関係,等 価交換を破 ってはならな
いとい う点で株主の持分にもとつ く支配作用は限界づけ られ る6)。
教授は,そ こにおいてさらに,「 このような定義は多数決濫用の問題にとっては ほ ん
の入 口にすぎない。どのような場合に会社利益が侵害されたといえるかが最も困難で
重要な問題である」と述べられている。たしかに教授のいわれるように定義自体は入
口にすぎないかもしれないが,し かし入口たる定義の内容が不明確だとそれ以上中に
入ることができな く,別 な入口をみつけなければならなくなる。教授は,本 文で述べ
るように別な入口をみつけ ようと試みられるのであるが,私 はその定義はさらに可能
と考える。とくに,そ の定義でいわれる 「会社利益叉は株主の反射利益」の概念をさ
らに法的概念として純化させることによってそれが可能となるであろう。 ドイツ法に
おける株主の誠実義務論の発展はこの点で非常に有益な示唆を与えるものであり,そ
れはつきつめれば 「会社の利益」をいかに概念規定するかの発展に尽きるといっても
過言でない。この点については,第 二章参照。
4)豊 崎 ・注2)『 法学協会』850頁 。
5)龍 田節 「株主総会における議決権ないし多数決の濫用」『権利の濫用中』(未 川先生古
稀言己念)146頁(1962)。
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第二款 多数決濫用理論の意義と限界
一 龍田教授のいわれ る 「他人の持分を害 してはならない」 とい う制約,す
なわち 「平均株主が入社に際 して期待 した対価関係,等 価交換を破 ってはなら
ない」 とい う制約の認識は,多 かれ少なかれ株主の権利,と くに共益権行使の
限界を会社の利益の侵害に求める論者(と りわけ鈴木 ・大隅両博士)に あって
も,すでにその前提的基本認識とされているものといえる。つまり,共 益権行使
の限界を会社の利益の侵害に求める論者は,龍 田教授のいわれ る前記制約を,
「会社 の利益を侵害してはならない」 とい う言葉で一般的に表現しているにす
ぎないと考えられる。ただ,龍 田教授はそれを所有と契約 とい う個人法的視点
からとらえかつ理論構成を した ものであ り,他 方はそれを社団および団体 とそ
の構成員とい う団体法的視点か らとらえかつ理論構成 しているにす ぎず,そ の
実質においてはそれほ ど異なるものではないと考える。ただ し,龍 田教授の見
解は,こ れまで漠然とされていた前記基本認識を,と りわけ株主相互の関係に
おいて,つ まり株主の他の株主に対す る関係で権利(支 配権)行 使が限界づけ
られ るとい う認識を明確に示された点では,意 義がある1)。そ してその上でさ
らに,多 数決濫用問題に.かぎれぽ,そ こでは 「会社の利益」を問題にしな くと
もよく,株 主の利益だけを問題にすれぽ足 ると解 される教授の見解 も,そ れゆ
えに理解できな くもない。なぜならぽ,現 行法上株主総会の決議事項の多 くは,
つ きつめれぽ(主 観的には)株 主相互の利害の対立 といえな くもないか らであ
る。
二 しか し,龍 田教授の見解には直ちに賛成することはできない。教授は,
多数決濫用の問題については 「会社の利益」を問題としなくてもよいとされる
が,そ こでい う 「会社の利益」 とは何か とい う点については明らかにされてい
6)龍 田 ・注5)『 権利の濫用』146頁 参照。
1)龍 田教授は,「 広義の固有権論 ・平等原則が説 くところもこれとほぼ同一に帰する」と
述べられる。龍田節 「株主総会における議決権ないし多数決の濫用」『権利の濫用中』
(未川先生古稀記念)147頁 注(9)(1962)。 適切な指摘ではあるが,た だ平等原則の法
的根拠としてはそれだけでは不十分である。 こρ点については,拙 稿 「株主 平等の
原則の基礎理論(一)」 『旭川大学紀要』第7号63頁 以下,と くに71頁 以下参 照(
1978)。
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ない。なぜ問題 としな くてもよいかとい うことを 「会社の利益」概念を明 らか
にすることに よって,論 証する必要があるのではないか。この点では,教 授は,
む しろ株主総会決議について多数決の濫用が問題 とな りうる事例をカズイステ
ィックに検討することに よって2)帰納的に 「会社の利益」の不要性を説かれて
いる。 しかし,そ の帰納的考察に関連 しても教授の見解には疑問が生ずるb
た とえぽ,教 授は,資 本減少(商375条 一379条)の 場合につき,「形式的平
等は守 りなが らも,会 社の真実の資産状態を隠蔽 して,α)あ る種類の株式だけ
を低額で消却 した場合,(ロ)一部の株主を追放する目的で不必要に多 くの端株を
ロ コ
生 じる株式併合を行った場合は,総 会決議が多数決濫用の鍛疵を帯びる。 これ
　 　 　 　 ロ 　 ほ 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 コ 　 の 　 ロ 　 コ 　
らの場合には,減 資の必要性の有無 も判定の一助 となる」(傍 点筆者)と 述 べ
られているが3),そ こでい う減資の必要性の有無 とい う要素は,表 現を換えれ
ば 「会社の利益」の有無 ということになるのではないのか。あるいは反対に,
減資の必要があるに もかかわ らず多数派株主がそれに反対 したため決議が成立
しなか った場含にも,理 論的には多数決濫用が問題 となるのではないか。た し
かに,現 行法上は否決決議の取消は可能であ っても,そ れによって可決決議が
成立することにはな らない。 したがって,実 際には否決決議の取消はこの場合
には行われないであろ う。 しか し,理 論的には,こ の場合も多数決濫用が問題
となることには変 りがない。結局,こ の場合の決議は,株 主の利益 と会社の利
益 とが併存 しているものと考えられ る。
さらに教授は,役 員の選任 ・解任,定 款変更の決議には多数決の濫用を認め
る必要はないとされるが4),果 してそのように言い切ることができるであろ う
か。た とえば,役 員の選任 ・解任は 「資本参加に基づ く経営参加」に関するも
ロ コ 　 　 　 　 　 　
のであるため濫用問題は生 じないと主張 される。た しかに,多 数決濫用の問題
　 の 　 　 の ほ コ 　 り 　 の コ の コ ロ 　 　 　 　 　 　 　 り の 　 　 ロ
を株主相互の利害衝突の問題の レベルに限定す るかぎりでは,そ れは妥当する
であろ う。なぜな らば,役 員の選任 ・解任決議は,そ の利益の法的 構 造 に 照
2),龍 田 ・注1)『 権 利 の濫 用 』131頁 以 下,と くに136頁 以下 参 照 。
3)龍 田 ・注1)『 権 利 の濫 用 』138頁 。
4)龍 田 ・注1)『 権 利 の濫 用 』143頁(補 注〕,同 「資 本 多数 決 の 濫 用 と ドイ ツ法 」 『法学
論叢 』 第68巻1号108頁 以 下参 照(1960)。
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らせぽ実質的 ・客観的には業務執行に関する重大な問題であ りまさしく 「会社
の利益」だけに関す る問題であり,し たが ってそ こには株主の利益なるものの
存在す る余地はないか らである(ただ し,主 観的・形式的にみれぽ支配権の行使
の重要な問題 として株主の利益の存在も考えられるであろう)。 しかし,多 数
派 といえども,た とえぽ取締役の職務遂行に関し不正の行為または法令もしく
は定款に違反する重大な事実があるにもかかわ らず,そ の取締役の解任を否決
す ることは許されないであろう(商257条3項 参照)。 この場合の決議は,多
数決の濫用の蝦疵を帯びるのではないのか5)。
つ ぎに,定 款変更の決議の場合に も,変 更される定款の具体的な規定によっ
ては,多 数決の濫用は問題 となるのではないのか。た とえば,株 主の新株引受
り
権が定款で定められている場合に(商280条 ノ2参 照),そ の変更が不 当な 目
的のために(会 社の利益のための合理的理由なしに)な された場合には多数決
の濫用 とな りうるのではないのか。また会社 の資本調達の必要か ら定款の 「会
社 ガ発行スル株式 ノ総数」を変更 しようとする場合に,多 数派が合理的理由な
しにそれを拒絶する場合も,多 数決の濫用炉問題 とな りうるのではないのか。
た しかに,こ の場合 も実際に嫉多数決濫用を理由に決議の取消 ・無効が主張さ
れ ることは稀であろ う。なぜならすでに述べたように,現 行法上否決決議の取
消 ・無効の結果 として,そ れが可決決議を もたらすわけではな く,結 局否決 決
議の繰 り返え しに終 らざるをえないか らである。 この場合には,「 会社の利益」
の侵害であるか ら,多 数派株主に対 し会社に対する損害賠償責任を負わせるべ
きであると解す るが,い ずれにせ よこの場合 も理論的には多数決の濫用が問題
とな りうると考える。
5)学 説では,多 数派株主が会社および少数株主の犠牲において自己または第三者の純個
人的利益を追及して議決権を行使し,不 当に取締役を解任するような場合には,そ の
議決権の行使は権利の濫用であり,決 議取消原因となると解する見解もある(浜 田一
男 『注釈会社法(4)』302頁(1968)。 なお,昭 和56年 改正商法第254条 ノ2(取 締役
の欠格事 由)の 規定も,理 論的には,多 数派といえどもそのような欠格者を選任した
り解任を拒絶できる裁量権のないことを明文化したものと解することができる。なぜ
ならば,そ の選任および解任の拒絶は,明 らかに 「会社の利益」に反す るか らであ
る。ただ,欠 格事由が実質的にこれだけに限られるかどうかは疑問である。
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三 結局,以 上のように考えて くると,「会社の利益」 は多数決の濫用 に関
しても問題にされなけれぽな らない と考える。すなわち,株 主総会の個別的 ・
具体的な決議の法的性質に よっては,「 平均株主が入社に際して 期待した対価
　 　 の 　 　 　 　 　 の 　 　 　 ロ 　 コ 　 　
関係 ・等価交換」一本では,換 言すれぽ株主相互の利害だけでは把握できない
　 　 　 　 サ 　 　 　 ロ 　
場合が少なか らずある。と りわけ,役 員の選任 ・解任決議などはその典型であ
る。さらにその他の決議事項についても,程 度の差はあるにしても 「会社 の利
益」は問題となりうる。したが って,問 題は,(1)多 数決濫用が直接 「会社の
利益」 との関係で問題となる場合,(2)反 対に直接 「株主の利益」 との関係で
問題 となる場合,(3)そ して 「会社の利益」と「株主の利益」とが併存す る関係
で問題 となる場合を,個 々 ・具体的な株主総会決議の有す る利益の法的構造に
照 らして客観的かつ実質的に吟昧することである。従来の多数決濫用理論は,
多数者(擬 制的多数者であ りその実は一部少数人)に よる少数者(多 数の一般
投資家)の 圧迫の是正とい う一般的図式の下で6),前 記(2)の 場合の問題に限
定 しそ こか ら理論構成がなされてきたものといえる。 しか し,そ こに限定すべ
き理論的 ・実際的理由はないと考える。む しろ,前 記三つの場合を射程に入れ
て多数決の濫用法理が構築されなけれぽな らない と考える。なぜな らば,多 数
者による少数者の圧迫は,必 ずしも直接的に行われるとはかぎらな く,む しろ
前記(1)(3)の 場合にもそれ以上に厳 しく行われ うるからである。
.さ らに,従 来の多数決の濫用論は,そ の理論構成を 「権利の濫用」(民1条
3項)と い う視点か ら試みているため,そ の濫用の法的効果 も原則として権利
行使の否認,つ ま り当該決議の取消 ・無効にとどまらざるをえなか った。たし
かに,多 数決濫用の類型を前記(2)の 場合にとどめるか ぎりでは,そ れで 十
分 といえるであろう。しか し,そ の類型を前記(1)(2)(3)の 場合すべて含め
て考えるな らぽ,決 議の取消 ・無効のみでは不十分である。(1)と(3)の 場合
には,「会社の利益」の侵害が問題 となるかぎりでさらに株主の損害賠償責任が
問題 とな りうる。 嘘
従来の多数決濫用法理は,そ れが問題 とする類型の範囲およびその法的効果
6)龍 田 ・注1)『 権 利 の濫 用 』147頁 。
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の射程距離が狭陸であるといわざるをえない。このことは,換 言すれば,龍 田
教授 も認め られるように7),資 本多数決の濫用法理を 「権利の濫用」 とい う市
民法原理にもとついて理論構成する以上は,や むをえない結果ともいえるであ
ろ う。
第三款 小 括
一 以上 の素描か ら明らかなように,日 本法においては,株 主の権利の本質
については見解が分かれるが,株 主が社員として行為 しうべ き限界については,
会社の利益お よび他の株主の利益を侵害 してはならないという点に 求 め て お
り,そ のかぎりでは一致 している。 しか しまた,同 時にとりわけ「会社の利益」
の概念規定で も挫折している点で一致 している。 したがって,実 践的解釈論の
場面では 「会社 の利益」が侵害されたか どうかは,個 別的 ・具体的な株主の権
利 と関連 してカズイステ ィックに解決されているのが実情である。 しか も,株
主が社 員として行為 しうべき限界づけの悶題をもっぱ ら権利の濫用 という視点
か らとらえてきたために,そ の違反の法的効果についても,た んに当該権利行
使 の否認 とい う消極的効果を認めるにとどまり,そ れ以上の展開をみせていな
い〇
二 ところで,「 会社の利益」 の概念規定はこれ以上不可能であろうか,ま
たそれは意味のないものであろうか,そ してとくに 「会社 の利益」および 「他
の株主の利益」が侵害された場合の法的効果 として,一 律に当該権利行使を否
認するだけで利害関係人(会 社,株 主 または債権者)の 利害調整を妥当かつ公
ミ
正 に実現 で きるで あろ うか。 日本法 の現状 を踏 まえる ときに,こ の よ うな問題
認識 が生ず るので あ る。
それ につ いては,ド イ ツ法に おけ る株 主の誠実義務 論の発展 が一定 の回答を
示 唆 してい る。す でに述べ た よ うに(序 論参照),ド イ ツ法 にあ っては,株 主
7)龍 田 ・注1)『 権利の濫用』147頁 以下,と くに149頁 参照。さらに,教 授は,「 株 式
会社ρ社会的意義が重要さを増すに伴ない,支 配権行使そのものの公正確保も,単 に
株主関係において考察するのみでは不十分となる。資本多数決濫用の法理は市民法原
理である」と述べ られ,資 本多数決濫用の法理の限界を指摘されていることに注意す
る必要がある。
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の権利の本質,株 主カミ社員として行為 しうべ き限界お よびその違反の法的効果
　 　
の問題については,1920年 代以降今 日に至るまで,一 貫して株主の 「義務」と
い う視点か ら考察されてきた。その具体的な発展および成果については第二章
で詳細に論述するが,一 般に法律関係を日本におけるように 「権利」 とい う視
点か らみるべきか,あ るいは ドイツ法のように 「義務」 とい う視点か らみるべ
きか,い ずれが妥当かは今ここに軽 々に決っすることはできない。 しか し,一
般的にいえぽ,権 利濫用の構成が近代法の権利中心の考察か ら出発 し,し かも
その純粋性を貫徹 しえな くなった場合の救済方法 として発展 してきた事実か ら
み るとき,義 務的観点の率直性,現 代性 を認めることができる。さらにまた,
株主が社員として行為しうべき限界づけの問題を団体法上の問題 と し て と ら
え,し かもたんに実定法で認められている個別的 ・具体的な権利の行使の場合
だけでなく,さ らにそれを潜在的背景 とす る影響力行使の限界づけを も含めて
統一的に考察しようとする場合には,市 民法原理たる 「権利の濫用」 とい う視
点は,そ の射程距離が狭醗 とな り,そ のため不適当とならざるをえないD。
三 日本において今 日ます ます強調されているように,株 主がその権利およ
び影響力行使の限界に違反 した場合に,そ の法的効果の一つとして,違 反株主
の会社または他の株主さらには会社債権者に対する損害賠償責任を認めるべぎ
である旨の見解が少なか らずみ られ る。 とりわけ,親 子会社関係において,支
配的株主たる親会社の子会社およびその局外株主さ らには会 社債 権 者 に対す
る責任,あ るいは独立 した会社における体制的大株主の会社および他の株主さ
らには会社債権者に対す る責任,あ るいは小規模零細な株式会社における株主
の会社債権者に対する責任が聞題 とされている。 総 じていえぽ,「 株主有限責
任の原則」の再検討が迫まられているのである2)
1)豊 崎光衛「株式会社に於ける多数決の濫用」『法学協会雑誌』第58巻6号831頁(1940)。
さらに,ヴ ィーデマンのつ ぎの主張もまた本稿の基本的方向認識を正当化するものと
いえる。すなわち,「個人保護は個木的権利によって個々の社員の観点から社員 利 益
を保護するものである。これに対し,少 数派保護は,立 場上従属的な利益 の保 持 を
強調す るものであり,し たがって従属す る人間の権利と結びつ くのではなく,む し
ろ決定権者の義務と結びつ くものである。 多数支配の監督は個人保護 を 層 にする」。
Wiedemann,Gesellschaftsrecht,Bd,1,S,418,419(1980)。
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日本法では,こ の ような問題に対処するための実定法上の規制はな く,今 日
ではもっぱ ら解釈論にゆだね られているのが実情である3)。しか し,そ れ も必
ず しも十分成功 しているとはいえず,む しろ将来の立法の規制に期待されてい
るのである4)。だが,そ の解決に向けて生産的な解釈論 ・立法論を 展開 す るた
めには,こ れまで述べてきた日本におけるいわゆる伝統的社団理論の意義と限
界を明確に認識しかつそれを克服すべき新たな理論的視点が提示されなければ
ならない。たんに外国法の法技術あるいは原理 ・原則を単純に持込 む だ け で
は,安 易に過 ぎる。本稿は,日 本におけるいわゆる伝統的社団理論を,株 主の
社員たる地位に内在する 「義務」 という新たな視点か ら批判的に考察 し,株 主
の権利の本質,株 主が社員として行為 しうべき限界およびその違反の法的効果
の問題を理論的に再構成す ることを 目的 とす るものである。 このことは,日 本
における会社法理論の一つの現代的課題といえる。
2)こ こでは,と くに久保欣哉 「株主有限責任原則の限界」『青山法学論集』第14巻1号
25頁 以下(1972)を 挙げることができる。 この論稿は,支 配株主の会社債権者に対す
る無限責任を鋭 く説 くものであり,そ の立論の出発点は異なるが,基 本的方向認識に
おいては本稿 と共通するものである。
3)詳 細についてここでは立ち入らない。この点については,と くに蓮井良憲「親子会社」
『新商法演習2』230頁 以下,と くに238頁 以下参照(1974),江 頭憲治郎 『会社法人
格否認の法理』410頁 以下参照(1980),同 「会社の支配 ・従属関係と従属会社少数株
主の保護(三)」 『法学協会雑誌』第97巻9号1236頁 参照(1980)。 この問題に つh
ては,第 三章で具体的に論ずる。
4)大 隅健一郎 「会社の親子関係と取締役の責任」『商法の諸問題』304頁(1965),蓮 井
・注3)『 演習』240頁。そこでは,と くに西 ドイツ株式法第311条 一318条 の規定が
参考とされるべき旨が指摘されている。
